放課後等デイサービスの利用年齢の特例に係る事業所意見書
（あて先）沖縄市福祉事務所長　殿
提出年月日　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
	事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業者の名称
及び代表者の氏名
	

	記入者の氏名
及び連絡先
	


下記の者に係る本事業所の意見を提出します。
	受給者番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	利用者の氏名
	


１．引き続き放課後等デイサービスを必要とする理由等
	


2．生活介護その他の支援を受けることが困難な理由
	


3．卒業後に利用を予定しているサービス、支援計画等
	


※今後の具体的な個別支援計画を添付して下さい。
※欄が不足するときは、適宜追紙して下さい。
18歳到達した方が放課後等デイサービスを希望しているときの対応について
●利用年齢の特例
児童福祉法　第21条の5の13
市町村は、放課後等デイサービスを受けている障害児について、引き続き放課後等デイサービスを受けなければその福祉を損なうおそれがあると認めるときは、当該通所者が満18歳に達した後においても、当該通所者からの申請により、当該通所者が満20歳に達するまで、厚生労働省令で定めるところにより、引き続き放課後等デイサービスに係る障害児通所給付費を支給することができる。
ただし、当該通所者が障害者自立支援法第５条第７項に規定する生活介護その他の支援を受けることができる場合は、この限りでない。
①「放課後等デイサービスを継続しないと不利益になる」
②「生活介護などの者のサービスの利用は難しい」　　　　
の２つが確認できれば18歳になっても放課後等デイサービスの利用が適当だと考えます。
●確認に必要な書類
	18歳到達～在学中
	・放課後等デイサービス計画（個別支援計画）
・事業所意見書

	卒業後～20歳
	・放課後等デイサービス計画（個別支援計画）
・事業所意見書
・その他必要な書類（医師意見書など）


